ザ・ビジネスモールとの事業提携について　（平成27年９月版）

[bookmark: OLE_LINK1]ザ・ビジネスモールは全国の商工会議所・商工会等が協力して共同で運営する商工会議所・商工会会員事業所向けのＩＴサービス事業であり、運営事務局を大阪商工会議所に置く商工会議所事業である。運営事務局ではザ・ビジネスモールの運営を行うとともに、商工会議所・商工会などの登録団体に加盟する会員事業者向けのサービスメニューの拡充・強化、およびザ・ビジネスモール事業の安定的な運営のため、電子商取引市場や各種サービス事業を提供・運営するＩＴサービス提供事業者との事業提携を進めている。

（1）提携対象となる事業の種類
・提携対象となる事業は、次の2種類とする。
①　電子商取引市場
②　インターネットを活用した各種サービスの提供事業
提携対象事業は上記のみとし、ホームページの作成や各種コンサルなど個別対応を伴う事業紹介は対象外とする。
事業提携は１サービスにつき１提携とする。複数のサービスを提供する事業者についてはサービスごとに提携を行う。
提供するサービスは提供から原則として3年以上経過している必要がある。

（2）事業提携のための条件
サービス提供事業者と事業提携するための条件は、概ね次のとおりである。
①　会員向けサービス事業
商工会議所・商工会等の会員企業がインターネットを用いて事業の拡大や運営を行うために有効となるサービス事業であること。
②　提携協力金
ザ・ビジネスモールの利用普及促進や維持運営のため、提携協力金を申し受ける。提携協力金は下記の用途で用いる。
ａ．ザ・ビジネスモールシステムの維持・運営
ｂ．各地商工会議所・商工会等の会員向けの広報・普及促進活動
提携協力金には会員紹介手数料および初期登録手数料、年会費がある。
　会員紹介手数料：紹介した会員事業者が提携サービスを利用するたび、利用に見合った提携協力金を継続的にお支払いいただく事を原則とする。
　　　　　　　　　　※ 利用企業の企業名・加入の商工会議所名・紹介手数料額を月1回、サービス提供事業者より運営事務局へ報告するものとする。
　初期登録手数料：提携開始時に\20,000をお支払いいただく。（初年度年会費込み）
　年会費　　　　：提携2年目以降、年会費(\10,000)をお支払いいただく。

③　商工会議所・商工会会員事業所に対する優待
ザ・ビジネスモールは商工会議所・商工会会員事業者のための事業である。会員事業者への優待が原則的に必要である。
④　相互リンクについて
ザ・ビジネスモールの利用促進のため、事業提携された場合、事業提携を希望する事業者はその運営するサイトにザ・ビジネスモールのバナーを設置する。
⑤　排他的提携契約の排除
同様の事業が複数の事業者から提案された場合、客観的にみて明らかに優劣がない限り、事務局の判断で排除することはせず、利用者の選択肢を増やすため、複数事業との並列提携を原則とする。
⑥　商工会議所・商工会の会員
事業提携は、ザ・ビジネスモールに参加する商工会議所・商工会の会員事業者が運営する事業のみを対象とする。
　　　　　⑦　全国へのサービス提供
　　　　　　　ザ・ビジネスモールには全国の商工会議所・商工会が参画しており、全国の会
員企業へのサービス提供が必要である。
⑧　その他、商工会議所・商工会事業としての妥当性など
内規（部外秘）等に照らし合わせ、提携の妥当性を検証する。提携の可否については、結果のみを通知し、決定にいたった理由は一切公表しない。
事業提携に関する提案書等をもとに、事業提携の可否についての一次判断を事務局が行う。事務局で提携可と判断された場合、大阪商工会議所の機関決定の手続きを行う。この手続きで提携可となった場合、事業提携が正式に決定となる。

（3）事業提携のための手続き
事業提携を最終的に決定するための手続きは次のとおりである。
①事務局決定（一次決定）
②機関決定（最終決定）
それぞれの手続きで必要となる資料は次のとおりである。
①事務局決定のために必要な資料
ａ．事業提携に関する提案書
ｂ．サービス・事業内容 概要書（当方の書式を使用）
ｃ．パンフレット（会社案内、サービス紹介など）
ｄ．その他（必要に応じて依頼）
　　　　　　　※上記資料をもとに、面談にて事業内容の説明をお願いします。
②機関決定のために必要な資料
ａ．会員紹介協力契約書（当方の雛型を使用）
ｂ．その他（必要に応じて依頼）
機関決定の手続きは、通常最低でも約１ヶ月の期間がかかる。


提携条件である提携協力金のうち、会員手数料の支払いは、提携事業者の責任において記録集計された紹介会員事業者の利用実績に基づき実施する。記録集計された利用実績は月次ごとに利用実績報告書としてとりまとめ、ザ・ビジネスモール運営事務局に報告する。事務局ではこの報告書をもとに、提携事業者に対して請求書を発行する。
[bookmark: _GoBack]
利用実績報告書には最低限つぎの項目を記載するものとする。
ａ．サービスを利用した紹介会員事業者名
ｂ．紹介会員が所属する商工会議所名等
ｃ．利用したサービス名
ｄ．その紹介会員のサービス利用により発生する提携協力金の額
ｅ．サービスの利用日付

（4）事業提携に関する機関決定後の作業
事業提携に関しての稟議手続きが正常に完了し、事業提携が正式に認可されたのちの作業は以下のとおりである。
①　会員紹介協力契約書の締結
②　ザ・ビジネスモールサイト上に提携サービスの紹介を掲載
稟議手続き時に提出の「サービス・事業内容 概要書」をもとに事務局で準備
※ 掲載方法については『(5)事業提携後、サイト上での紹介方法』参照
③　各地商工会議所へ提携サービス事業の内容紹介
新たに提携した内容について商工会議所・商工会へ案内

（5）事業提携後、サイト上での紹介方法
ザ・ビジネスモールサイト上に提携サービス毎の個別ページを設け、サービスの紹介とバナーリンクを設置する。バナー画像の作成およびリンク先ＵＲＬの指定は提携サービス事業者が行うものとする。

　　　　
　　　　○ トップ・個別ページにてバナーリンク設置
前年度の会員紹介手数料の合計が\100,000（税込）を超えるサービスのみ対象。
http://www.b-mall.ne.jp/ 下部にてバナーリンク設置。
バナーサイズは307×50 とする。
· ただし、前年度の会員紹介手数料の合計が\100,000（税込）を超えない場合も提携バナー広告料として\120,000（税込）のお支払いで年度区切り（4月1日～翌3月31日）にて設置することを可能とする。

紹介ページ（一覧）およびトップページの各バナーの表示順は事務局により決められるものとし、提携サービス事業者に連絡無しに変更されることがある。また、提携協力金のご入金によるバナー設置場所の変更は、年度（4月1日～翌3月31日）の途中においては不可とする。

　　　[image: ]

　　　バナー広告設置のレイアウトは下図参照。
[image: ] [image: ] [image: ]

（6）その他、事業提携後、運営事務局が支援する内容
運営事務局が支援する内容は以下のとおりである。
①　各地商工会議所の担当者へ提携サービス事業の紹介
②　ザ・ビジネスモールメールマガジンへの記事掲載
提携事業者が作成した掲載記事を、ビジネスモールメールマガジンに掲載。
ただし、内容が不適切と事務局が判断した場合は掲載しないこともある
③　提携事業者の要望により、各地商工会議所の紹介や仲介
④　各地商工会議所の依頼により、各地商工会議所開催の説明会の紹介や仲介
5 その他、提携事業者からの要望に応じて可能な範囲内で支援
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